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「川崎スタンダード体制」
がスタート！！
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b放射能汚染対策急げ！！

b障がい者の移動支援を見直しへ！

b女性の視点からの防災対策強化！

b不育症対策が前進！（ヘパリンに保険適用）

　山田はるひこ議員は、9月14日に開催された、市議会定例会で公明党を代表
して質問に立ち、東日本大震災から半年が経過した現在、市民生活を守るための
防災危機管理対策の強化をはじめ緊急経済対策や救急医療、がん対策など市民
に直結した施策を迅速かつ的確に、推進することが重要として21項目にわたる
質問をいたしました。

川崎国際環境技術展2011開催

住民の立場で議会改革を提言！

予防ワクチン接種の公費助成が実現！！
子宮頸がんなど

中小企業支援・雇用対策を推進

市民に
 開かれた議会へ

「かわさきエコ暮らし未来館」オープン！ 防災テレホンサービス稼働中！！防災テレホンサービス稼働中！！

地デジ化をスムーズに、区役所に臨時相談窓口開設！
非課税世帯へもチューナー支援決定

無料クーポン券始まる！ 無料クーポン券始まる！

緊急支援を！緊急支援を！

第5回定例会
代表質問
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　花輪孝一議員は、公明党市議団を代表し、昨年12月7日に質問に立ち、議
案及び市政一般24項目について質問しました。特に防災面や教育・子育て支
援、福祉や地域振興など、生活者の立場で具体的な政策提言を行いました。
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　被災地からの瓦礫受入問題について取り上げ、瓦礫の搬送・分別時のアスベ
スト飛散防止策や放射線対策を万全なものにすべきと主張。その運搬方法（海
上輸送の可能性）や受入量（年間1.9万t）についても質しました。
　市長は、早く被災地が復興で
きるよう、安全性の確保を前提に、
受入について前向きに検討を進
めていると答弁。運搬方法や受
入量についても、今後、具体的
に検討していくとのことでした。
　また、防災対策を進めていく
中で、女性の視点の尊重や津波
対策、帰宅難民対策（企業備蓄
の推進）などにも言及し、市側

から前向きの回答を得ました。
　今後、防災計画や備蓄計画の見直しが年度末までに実施され
る予定です。

　神奈川県・横浜市と共同で申請した「京浜臨海部ライフイ
ノベーション国際戦略総合特区」が、公明党の積極的な推進
もあり、昨年12月22日に国から決定通知がありました。
　特区指定によるメリットや今後の取り組みについて質し
ました。
　市からは「特区としてさまざまな規制緩和措置が受けら
れるようになり、市内先進企業等がこれらを利用すること
により、革新的医薬品の開発や医療機器の実用化などが見
込まれ、臨海部の持続的発展が期待される」との答弁があり
ました。
　今後は研究機関の誘致や体制強化、環境整備に取り組み
ます。

質問に立つ花輪議員

被災地の瓦礫の山

特区の中核となる実中研再生医療・新薬開発センター

　昨年11月1日から15日までの期間、川崎市立中学
校の保護者約800人を対象に、中学校給食に関する
アンケート調査を行い、その結果を基に中学校の完
全給食実現を主張しました。また、現行の昼食時間（約
15分間）についても強く改善を求めました。
　市側は、「家庭からのお弁当を基本とする」との姿

勢は変えませんでしたが、保護者の負担感や現行の
ランチサービスの問題点等の指摘については、前向
きに対応することを表明しました。
　なお、昼食の時間に関して、「より有効な時間の活
用について検討を行っていく」旨の回答がありました。


